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日本的雇用慣行の変化と効率性

村　　博　　司

1.　は　じ　め　に

終身雇用,年功賃金及び企業別労働組合という所謂「三種の神器」で特

徴づけられてきた日本の労働市場が大きな変化を見せつつある.特に関心

を集めているのが年俸制導入の拡大である.1)島田は1996年4月4日朝日

新聞での対談に於いて「技術が進歩し産業構造の知的集約度が高くなると

年俸制は必然的な意味を持ってくる」ということを指摘するが,これに加

えて近年における年俸制の採用を可能にしたのは,情報化の進展による技

術の互換性の高まりによるものと思われる.即ちこれまでの日本における

労働者の技術は主として企業内訓練による企業特殊的(firm-specific)技

術として蓄積され企業間での互換性が小さかったことから外部労働市場を

通じた労働者の流動性が低かったのに対し,近年の情報化の進展は技術の

標準化を進め,労働者の技能の企業間での互換性を高めるとともに,第3

者による労働者の人的資本の客観的評価を容易ならしめ,これが外部労働

市場を育成し,労働者の流動性を高めてきたものと思われる.2)しかしな

がらこの様な外部労働市場の発展が必ずしも年俸制採用の拡大に結びつく

1) 1995年1月から6月にかけての日経連による調査では504社中73社(14.5%)

が年俸制を導入している.

2)後に述べるように,日本では労働者の企業間での移動は小さい代わりに企業内

部での配置転換は頻繁に行われてきた.即ち企業内訓練は労働者が企業内で様々

な職種,部所を経験する過程で人的資本を蓄積すると同時に,適正に関する情報

を引き出す(スクリーニング)役割を持ち,この情報に基き所謂内部労働市場を

通じた効率的な人的資源の配分を可能にしてきたと考えられている.
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わけではない.何となればこの様な市場では古典的スポット契約も可能だ

からである.むしろ外部労働市場は労働者と企業側の雇用契約における交

渉の出発点(status-quo)として幾能するのではないかと考えられる・即

ち労働者の技術が企業特殊的で,かつ第3者による客観的な評価が難しい

場合,転職に伴う機会費用は非常に大きなものとなるが,一方労働者の技

術が高まり,かつこの技術の価値を客観的に評価できる外部市場の存在は

労働者の転職を容易にするであろう.この様な状況のもとでは従来の終身

雇用と年功賃金に替I-'て,スポット契約を交渉の出発点とした年俸制のよ

うな能力給契約が採用されるものと考えられる.

以上のことを念頭に置いてこの論文では最適契約理論を用い,日本的雇

用慣行,年俸契約及びスポット契約のメリットとデメリットを比較・分析

することにより,近年の労働市場の変化が個々の企業と労働者,及び日本

の社会厚生水準に与える影響について考察したい・

2.年俸契約のメカニズム

以下に於いては年俸契約メカニズムの分析を,具体例として野球チーム

のオーナー側と選手の間の交渉を念頭に置きながら進めていく.3)契約は

年俸Wに関するものであり選手の数は例えばエ-9に固定されているも

のとする.また契約期間中の一般物価水準は変化しないものとする・4)あ

る野球選手の潜在的能力は1次元の正変数A∈R+であらわすことが出来

るものとする.しかしながらこの選手のチーム-の貢献度は様々な確率的

要田に影響され,実際に達成されるのはβAである.ここでβは標本空

間0CR.の要素で以下の仮定を満たすものとする. q・を0のボレル集

合体　fi'<p⇒[0, 1]をルベーグ測度に関して絶対連続な確率測度とする・

このときラドン・ニコディムの定理より連続な分布関数F:0⇒CO, 1]及

3)分析に用いられるのはHolmstrom (1979)のプリンシパル・エイジェントモデ

ルを単純化したものである.

4)インフレーションが進行する場合は全ての名目変数がインデックス化されてい

ると仮定しても差し支えない.
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び非負ルベーグ積分可能な密度関数f:0⇒R+が存在する.また

Ee* enUff) -1, ve…E(0-EO)2-ff2<+の

とする.5)オーナー側は野球チームも含めた多角経営によりリスクの分散

が可能なためリスク中立的な選好をもつが,選手側はリスク回避的で,そ

の選好は凹な効用関数u:R+⇒Rによって表されるものとする.ここでu

は2回連続微分可能とし〝′.>0及び〝′'<0を仮定する.年俸制に対する

交渉の出発点(status-quo)として,野球選手のスポット市場が存在し,

交渉の決裂の際には選手側はスポット賃金wsを,またオーナー側は利潤

冗s(O) -OAL-wsL　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1)

を確保出来るものとする・6) (1)よりスポット賃金はws-6Aを満たすので

Eu>s-A, Vws-A202　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2)

が得られる.ここで選手側のスポット賃金のリスク・プレミアムをR　と

すると近似的に次の関係が成り立つ.

Eu(ws) -u(A-R)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3)

R-- (A202/2) (ォ〝(A)!ォ'(A))　　　　　　　　　　　　　　(4)

スポット市場取引に比べ年俸契約の下では各選手が長期に渡って伴にプ

レーを続けることからチーム・ワークの向上や学習効果によってチームの

平均的能力がAからA+∈, ∈≧0, -と上昇するであろう.7)年俸契約は

状態依存(state contingent)の形式をとるものとする.即ち年俸はβの関

数としてW-ョ⇒R+　となる.8)ただしここで状態はオーナー側からの申告

5)即ち(⑳, <p>^)は確率空間を形成する.確率論及び測度論に関しては伊藤(1963),

Feller (1957)参照.

6)正確には選手の能力A　によって分断された多数のスポット市場が存在すると

考えるべきであろう.例えば野手ならば,≡,長島,張本クラスの市場,投手な

らば金田,稲尾クラスの市場といった具合である.これらの市場は競争的である

かもしれないし,または独占的であるかもしれないが,オーナー側がスポット市

場に於いて競争的でEns-Oである限り以下の議論には影響しない.

7)所謂チームのレントの源泉については,青木(1989)を参照.

8)情報構造やリスク回避度の違いによる様々な契約形態の分析については

Chuma et al. (1990), Milgrom and Roberts (1992)等を参照せよ.
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∂に基づくため,契約内容にオーナー側が正直に申告するようなメカニズ

ムを組み込まないと選手側は不当に低い賃金を支払われることになる.例

えばオーナーが選手に向かって「君の個人的能力(A+∈)は高いが,坐

憎客の入りが悪かった(9(A- ∈)が低い)」という場合である.実際観客

動員数やチーム売上げなどの正確な情報はオーナー側がにぎっているケー

スが多いと想われる.実際に実現した状態をβ,オーナー側の申告する状

態を∂としたとき年俸契約下のオーナー側利潤は

nifi, 6) -0(A+∈)L-w(8)L　　　　　　　　　　　　　(5)

となる.このような状況の下での最適年俸契約は以下の問題の解として求

められる.9)

maxwE冗

subject to

o∈argmaxe冗(0, 6), ∀∂∈O

Eu(w(d)) ≧u(A-R) …u-

(6)は情報開示(truth revealing)条件であり,オーナー側に正直な申告

を促すものである.また(7)は選手側に少なくともスポット契約下での効

用以上のものを保証する条件である. (6)の1階条件より　∂-βのとき

-w'(0)L-Oが成立しなければならない.即ち

w'(o)-0, ∀060.　　　　　　　　　　　　　　　　　(8)

これは

w(o) -co(constant) , ∀060　　　　　　　　　　　　　　(9)

を意味する. (8)を用いることにより最適化問題のラグランジェ汎関数は

&(w(6))- L (e(A+e)L-w(e)L)f(0)

+Ai(0)m;∫(e) +h(u(w(e)) -u)f(endo (10)

となる.ここでAlは(8)の, A2は(7)のラグランジェ乗数である. A2は

9)ここでの問題はオーナー側の利潤最大化問題として表わされているが,実はコー

スの定理により選手側効用の最大化問題としても同値な解が得られることが知ら

れている.
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定数であることに注意せよ.この問題は古典的変分法によって解くことが

可能でその1階条件(オイラー・ラグランジェ条件)は

L-L+hW (ォKO))]/(0) -Ai'(fl) -O　　　　　　　　　　　(ll)

で与えられる10)以下に於いては明示的な解を求めるため,選手側の効用

関数を対数型と仮定する.即ち

u(w) -Inw　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(12)

である.このとき(9)式及び(ll)式より

w(ff) -X2! (Ui'(0)//(0)) +L) -eo　　　　　　　　　　　(13)

が得られる. (13)式をAi(fl)について解くと

Ai(6サ) - ((A2/co) -L)F(0) +K　　　　　　　　　　　　　　(14)

となる.ここで足は積分定数である. (9)式と(14)式より契約年俸は完

備(complete-全ての状態に渡って一定であること)だが最適ではない

ことが分かる.これはAi(fl)が一定でない,すなわちBorchの条件がみ

たされていないことから伺われる. (Mirrlees, 1976参照) (7)式より契

約年俸∽は

W≧A(2-a2)/　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(15)

を満たさなければならない.ここでco-A{2-(72)!2　と置こう11)このと

き年俸契約とスポット契約でのオーナー側の期待利潤はそれぞれ

E花- (A+∈)L-COL

Ens-AL-wsL…0

となることから

A+∈≦co-A(2-a2)!2 (18

が成り立つときオーナー側は年俸契約よりもスポット契約を選好すること

が分かる　18式は

2∈+AJ2≦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19

10)古典的変分法については杉山(1967),小山(1995)等を参照せよ.

ll)これはスポット契約に対する年俸契約からのレントの全てをオーナー側が取る

ことを意味する.レントのシェアを内生的に決定するためには更に公理的・戦略

的交渉ゲームの理論を用いる必要がある.この点については　Osborne and

Rubinstein (1990)及び(1994)を参照せよ.
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を意味するが,これが(等号で)成り立つのは∈-0かつ♂2-0の場合

に於いてのみである.言い換えれば各選手のチーム-の貢献に確率変動が

存在するため(α2>0)リスク・シェアリングからのメリットが存在し,

かつ/又は年俸制度の下で各選手の能力が正の学習効果によって向上する

場合(∈>0),オーナー側は年俸契約をスポット契約よりも強く選好す

る12)

一方選手側にとっては上記のような年俸契約の持つ意味はどのようなも

のであろうか. (9)式の示すように年俸が実現した状態0に関らずw(6)

-Uに固定されている場合,モラル・ノ、ザードにより個人的能力の発揮

がA以下にとどまるという問題が生ずるかもしれない.このことから年

俸契約の実行にはオーナー側による選手のモニタリングが必要となり,逮

手-人当たり　Cの費用がかかるものと仮定しよう.このとき年俸契約下

のオーナー側期待利潤は

E花- 04+∈)L-o)L-cL

となる. (20)式と(17)式より

A+∈<w+c

(20

(21)

の成り立つ場合オーナー側は年俸契約よりもスポット契約を選好する.

(21式は

c> (2∈+Ao2)/　　　　　　　　　　　　　　　　　　(22)

と表わされることから,たとえ正の学習効果とリスク・シェアリングから

の利得が存在してもモニタリングの費用が非常に大きい場合には年俸契約

よりもスポット契約が選好されるという結論が得られた.以上の結果を次

の命題としてまとめる.

12)利得が確率的変動を示し,雇用する側と雇用される側のリスク選好度に差があ

る場合,長期契約を結ぶことによってリスク・シェアリングからのメリットを実

現できる可能性がある.このような所謂「暗黙の契約」の理論については　Baily

(1974), Azariadis (1975)等を参照せよ.
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命題

(a)モニタリングの費用がかからない場合,正の学習効果(∈>0)かつ

/又はリスク・シェアリングからの利得(α;>0)があれば年俸契約

はスポット契約よりも強く選好される.

(b)モニタリング費用(c>0　がかかる場合,年俸契約がスポット契約

よりも強く選好される必要.十分条件はc<(2∈+Ao2)/2で表わされ

る.

3.雇用契約と効率性

第1節で見たように日本の労働市場は近年大きな変貌をとげつつある.

しかしながら終身雇用,年功賃金,企業別労働組合等で特徴付けられる日

本の雇用慣行は必ずしも非合理的な社会慣行によって形成されてきた訳で

はない.近年では日本の雇用慣行を経済理論を用い合理的なシステムとし

て説明しようとする試みが多数形成されてきた13)

まず終身雇用であるが,これは実際には「暗黙の長期雇用保証」 (八代,

1992)というべきものであるし,日本では企業側による労働力調整はレイ

オフや新規雇用とそれに伴う企業内調整のコストが高いことから,労働者

数よりも労働時間,企業内での配置転換,実質賃金の調整等を通じて行わ

れてきた.

次に年功賃金制度については,労働者の技能が勤労年数と伴に高まるこ

とを考慮すれば一種の能力給とも解釈されるし,また人的資本の蓄積が企

業特殊的であることから長年勤める程賃金が上昇するシステムの下では労

働者の定着率が高まり,人的資本投下コストの回収を容易にすることが考

えられる14)一方年功賃金のもとで生じるであろう勤労のインセンティブ

問題についても,勤労年数と伴に賃金の分散が大きくなることが観察され

13)このような研究に関するまとまったものとしては青木(1989, 1995),青木,

奥野(1996),伊丹他(1993),小池(1994),橘木(1992, 1995),八代(1992)

等を参照せよ.

14)年功賃金の理論に関するサーベイと実証分析に関しては伊藤・照山(1995)を

参照せよ.
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ており(八代(1992),富田(1992),中馬(1995)),労働者問の賃金競争

メカニズムの存在が示唆される.

企業別労働組合は1937年につくられた産業報国会が原形になったとの指

摘があるが(中村(1994),野口(1995)),職種別労働組合と比較した場

合の経済的機能としては,構造変化時の雇用調整を内部労働市場を通じた

労働力の再配分や新技術導入の際の摩擦を小さくしたこと,また労使の賃

金交渉の場に於いては企業全体の業績が反映されるため,内部では労使が

強調し,外部に対する競争のインセンティブをたかめることができた等で

ある.このことから戦後の復興期から高度成長期にかけて旧い技術が次々

と新しい技術に置き換えられていく過程に於いて企業別労働組合は非常に

効率的なシステムであったと思われる.

このように日本的雇用慣行の所謂三種の神器は,各々が独立したもので

はなく互いに密接に関連しながら進化・発展してきたことが伺われる.そ

れでは近年における日本的雇用慣行の変化は労働市場及び日本経済全体に

対しどのような影響を与えるだろうか.このため以下に於いてはスポット

契約,年俸契約及び従来の日本的雇用慣行のメリット・デメリットを社会

的資源配分の効率性の観点から比較してみたい.

まず契約期間については当然終身雇用,年俸性,スポット契約の順に長

いと考えられる. (但し年俸制でも米国のプロスポーツの中には5年契約

で**億ドルといった比較的長期に渡るものがある.)このことから第2

節で分析した長期契約のメリット,即ち学習効果とリスク・シェアリング

についても,同順に大きいと思われる.ただし終身雇用の場合雇用期間を

通じて頻繁な配置転換による広く浅い技能の習得が主目的だとすれば,元

々専門職としての性質の強い年俸性での方が学習効果は大きいかもしれな

い.またリスク・シェアリングについても,企業側は多角経営という型の

業種ポートフォリオを組むことによってリスクの分散が可能としても,日

本経済全体が被る不況の様なリスクに対してはいずれの契約形態について

もリスク・シェアリングの効果に大きな差は生じないかもしれない.

スポット取引の繰返しではなく契約の結合体(the nexus of contracts)
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として企業をとらえたコース(1937)は,長期契約を採用することによっ

てスポット契約の下で支払わなければならない「市場使用のコスト」を節

約出来ることを指摘した15)このことから市場コスト節約の効果は終身雇

用,年俸制,スポット契約の順に大きいだろう.しかしながら終身雇用,

年功賃金といった日本的雇用制度の下では当然労働者のインセンティブ問

題が生じる.先に見たように,このような制度の下でも労働者の勤労イン

センティブを維持するための様々な工夫が用いられているが,個々の労働

者の査定に関るモニタリングの費用等を考慮に入れれば,やはり契約が長

期化する程利潤最大化問題の制約条件がきつくなると考えられる.このこ

とからインセンティブ問題から生じるコストは終身雇用,年俸制,スポッ

ト契約の順に大きいだろう.また環境変化に対する雇用調整といった企業

組織の構造調整コストについても,企業内訓練による企業特殊人的資本の

蓄積のためレイオフよりも労働時間や企業内での配置換え等で対応する終

身雇用制での調整コストが最も大きく,次いで年俸制,スポット契約の順

となるであろう.

以上のことを考慮すれば,近年の日本の労働市場の変化が社会厚生レベ

ルに及ぼす影響は次のようなものがあると思われる.まず今回の変化が第

1節で述べた様な情報化による技能の互換性が進展したことによってもた

らされたとすれば,これにより市場の摩擦が小さくなり取引の流動性が高

まることによる社会厚生水準の上昇が期待される.公共政策的には情報通

信ネットワークの整備と利用コストを下げることにより上記の効果が更に

促進されるだろう.しかしながらその一方で,労働者の技能互換性の高ま

りは社会全体での人的資本に対する投資水準を低める可能性がある.これ

は例えば研究開発活動(R&D)に外部性が存在しまた新技術が非競合性・

排除不可能性を持つ場合に生じる過少投資問題と同様なものである.例え

ばプロスポーツにおけるフリーエージェント制の導入によりチーム間の戦

力格差が小さくなり1960年代の読売巨人軍や1940-50年代のNYヤンキー

15)組織理論における市場使用コストの役割については青木・伊丹(1985),青木

(1989)を参照せよ.
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ズのような常勝チームがなくなった代わりに,チーム経営側による選手育

成のインセンティブが低下し,ミスター**といったチームを代表する選

手の減少や,またリーグ全体のパフォーマンスの低下といったコストが生

じたかもしれない.多大な費用をかけて選手を育成しても能力の上昇と伴

に賃金が上昇すれば,サラリー・キャップ制によりライバルチームに選手

を引抜かれる可能性が高まり,これは自チームの戦力喪失のみならず相手

チームの相対的戦力の強化という二重の被害を被ることになる.このよう

な場合各チームとも囚人のジレンマに陥り,繰返しゲームにおける裏切り

阻止のメカニズムのようなものがなければ,選手育成のための人的資本投

資は縮小し,リーグ全体のパフォーマンスが低下するという訳である.技

術が企業特殊的で互換性が小さいうちはこのような問題は生じないが,技

術の普遍化が進み互換性が高まる場合には社会的に最適な人的資本投資水

準を実現するための公共政策が必要になるかもしれない.

4.結　　　　　語

この論文に於いては近年の日本の労働市場の変化,特に年俸性の拡大に

注目し,最適契約の理論を応用することにより日本的雇用慣行の変化が個

々の企業と労働者,及び社会全体の厚生水準に与える影響を考察した.

年俸契約のような能力給制度は今後情報化の進展による技術互換性の高

まりと伴に更に拡大していくことが予想される.このことは市場の摩擦の

低下による社会厚生水準の上昇を意味する一方で,これまでの企業特殊技

術に代わって非競合的で排除が難しい技術が主流になることから,外部性

や公共財と同様な問題によって効率性が低下する可能性がある.このため

市場の自律的資源配分に加えて公共的政策介入の必要性が生じるかもしれ

%m
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